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◎議案第３２号 常総市市民協働のまちづくり推進条例の一部を改正する条例に

ついて 

 

常総市市民協働のまちづくり推進条例は，市民，市民活動団体，事業者及び

市が互いに連携し，協力することで，魅力と活力のある地域社会の発展と新し

い公共の創造に寄与することを目的として，平成２１年３月の市議会において

可決成立し，同年４月１日から施行されました。 

近年，少子高齢化・核家族化など社会情勢の変化や人々の価値観及び生活様

式の多様化に伴い，地域社会を取り巻く環境は大きく変化しております。 

本市におきましても，地域における連帯感が希薄化している傾向にあり，地

域では防災，福祉，環境，子育て等の様々な場面で複雑かつ多様化した課題が

生じ，自治会をはじめとする各種団体及び行政サービスで地域の課題に対応す

ることは困難な状況になりつつあります。 

このようなことから，市民，市民活動団体及び事業者が主体となって，地域

資源を活用し，地域の課題解決に取り組む組織を地域コミュニティ協議会とし

て認定することとし，その認定等に係る規定の整備を行うものです。
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○常総市市民協働のまちづくり推進条例 

平成２１年３月２５日 

条例第１号 

私たち常総市民の心からの願いは，明るく住みよい，生き生きとした地域社会

を築き，美しい自然に恵まれた，健康的な環境を次の世代へ引き継ぐことである。 

しかし，社会経済情勢の変化に伴って人々の価値観や生活様式が大きく変化し，

市民の行政に対するニーズも多様化，複雑化しつつある中において，少子・高齢

化を始め，教育，福祉，環境，防災，財政などさまざまな行政運営の課題に直面

しているとともに，地方分権の進展によって地方公共団体の自らの決定と責任の

範囲が拡大し，特色あるまちづくりが求められている。 

このような課題を解決し，よりよいまちづくりを推進していくためには，地域

社会を構成する一人ひとりの市民，市民活動団体，事業者，地域コミュニティ協

議会そして行政が相互の理解と信頼に基づき，それぞれの特性を生かしながら，

協働していくことが必要である。 

私たちは，人と人とのつながりを大切にし，互いに支え合い，市民協働のまち

づくりを推進することにより，将来にわたって市民が誇りの持てる個性豊かな地

域社会の実現を目指して，ここに，この条例を制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は，市民協働のまちづくりの推進に関する基本理念を定め，市

民，市民活動団体，事業者，地域コミュニティ協議会及び市の役割を明らかに

するとともに，互いに連携し，協力することで，一層の公益の増進を図り，も

って魅力と活力ある地域社会の発展と新しい公共の創造に寄与することを目的

とする。 

（定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定める

ところによる。 

(1) 市民協働のまちづくり 市民，市民活動団体，事業者，地域コミュニティ

協議会及び市がその自主的な行動のもとに，お互いに良きパートナーとして

連携して協力し，それぞれが自らの経験，知識及び責任においてまちづくり

に取り組むことをいう。 

(2) 市民活動 市民，市民活動団体及び事業者，事業者及び地域コミュニティ

協議会が自発的かつ自律的に行う活動であって，営利を目的としない公益性

のあるものをいう。ただし，次に掲げる活動を除く。 
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ア 宗教の教義を広め，儀式行事を行い，及び信者を教化育成することを主

たる目的とする活動 

イ 政治上の主義を推進し，支持し，又はこれに反対することを主たる目的

とする活動 

ウ 特定の公職（公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３条に規定す

る公職をいう。以下同じ。）の候補者（当該候補者になろうとする者を含

む。）若しくは公職にある者又は政党を推薦し，支持し，又はこれらに反

対することを目的とする活動 

(3) 市民 市内に在住し，在勤し，又は在学する者及び市民活動に参加する者

をいう。 

(4) 市民活動団体 市民活動を行うことを主たる目的とする団体をいう。 

(5) 事業者 営利を目的とする事業を行う個人又は法人をいう。 

(6) 地域コミュニティ協議会 地域の実情に合わせて市民協働のまちづくりを

主体的に行うために設立し，第１１条の規定による認定を受けて活動する組

織をいう。 

（基本理念） 

第３条 市民，市民活動団体，事業者，地域コミュニティ協議会及び市は，対等

の立場でそれぞれの責務及び役割を理解し，市民協働のまちづくりの推進に努

めなければならない。 

２ 市民，市民活動団体，事業者，地域コミュニティ協議会及び市は，市民協働

のまちづくりを推進するため，情報を積極的に公開し，共有するとともに，相

互に参加及び参画を図らなければならない。 

３ 市は，市民活動の自主性及び自立性を尊重しなければならない。 

４ 市の市民活動団体及び地域コミュニティ協議会に対する支援は，その公益性

に基づき，公正に行われなければならない。 

（市民の役割） 

第４条 市民は，前条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）に基づ

き，自らが暮らす地域社会に関心を持ち，自らできることを考え，行動すると

ともに，まちづくりに積極的に参加し，又は参画する意識を持つよう努めるも

のとする。 

２ 市民は，市民活動に関する理解を深め，その活動の発展及び促進に協力する

よう努めるものとする。 

３ 前２項に規定する市民の役割は，強制されるものではなく，個々の市民の自
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発性に基づいて行うものでなければならない。 

（市民活動団体の役割） 

第５条 市民活動団体は，基本理念に基づき，市民活動の社会的意義及び責任を

自覚して活動するとともに，開かれた運営を通じて当該活動が広く市民に理解

されるよう努めるものとする。 

（事業者の役割） 

第６条 事業者は，基本理念に基づき，地域社会の一員として，市民協働のまち

づくりに関する理解を深め，自発的にその推進に努めるものとする。 

２ 事業者は，市民活動団体及び地域コミュニティ協議会がまちづくりに果たす

役割の重要性を十分に理解し，自発的に支援するよう努めるものとする。 

（地域コミュニティ協議会の役割） 

第７条 地域コミュニティ協議会は，基本理念に基づき，市民，市民活動団体及

び事業者が主体となって，地域資源を活用し，地域の課題解決に取り組むよう

努めるものとする。 

（市の役割） 

第７条第８条 市は，基本理念に基づき，市民，市民活動団体及び事業者，事業

者及び地域コミュニティ協議会の参加又は参画を得て，市民協働のまちづくり

を推進するための施策を実施するよう努めるものとする。 

２ 市は，市民協働のまちづくりが活発に行われるための環境の整備等を図るよ

う努めるものとする。 

３ 市は，市民協働のまちづくりに資する情報を積極的に公表し，市民に対する

説明責任を果たすものとする。 

（施策の実施） 

第８条第９条 前条第１項の規定により市が実施する施策は，次のとおりとする。 

(1) 意見公募（市の施策の策定過程において，当該施策の案を公表し，これに

対する市民の意見を考慮して当該施策の意思決定を行うとともに，当該意見

に対する考え方を公表する手続をいう。） 

(2) 市民提案（市民が具体的な政策等を提案し，その提案に対する市の考え方

を公表するとともに，提案をした市民に回答する手続をいう。） 

(3) ワークショップ（政策等について，市と市民が対等な立場で行う議論又は

作業を通じて意見を集約するための会合をいう。） 

(4) 公聴会等（政策等について，市が広く市民の意見を聴取するための会合を

いう。） 



議案第３２号関係 

5 

(5) 附属機関等の委員の公募（市の附属機関又はこれに準じる機関等において，

市民が参加し，意見等を述べる機会を確保するため，当該附属機関等の委員

について市民から公募することをいう。） 

(6) 前各号に定めるもののほか，市長が適当と認める施策 

（財政的支援） 

第９条第１０条 市長は，市民活動団体が行う市民活動及び地域コミュニティ協

議会が行う取組を促進するため，公益上必要があり，かつ，当該市民活動団体

及び当該地域コミュニティ協議会の自立性を損なわないと認めるときは，予算

の範囲内で補助金の交付等財政的な支援をすることができる。 

（市民活動団体の登録） 

第１０条 市民活動団体は，あらかじめ市長の登録を受けなければならない。 

２ 前項の登録を受けようとする団体は，市規則で定める書類を添付した申請書

により市長に申請しなければならない。 

３ 市長は，前項の規定による申請をした団体が市民活動団体の要件に適合する

と認めるときは，これを登録し，その旨を公表するものとする。 

（市が行う業務への参入の機会の提供） 

第１１条 市は，市民活動団体に対しその活動を促進するため，当該市民活動団

体の専門性，地域性等の特性を活用することができる分野において，委託その

他の方法により市が行う業務への参入の機会を提供するよう努めるものとする。 

２ 前項の規定による市が行う業務への参入の機会の提供を受けようとする市民

活動団体は，前条第２項の申請書にその旨を記載しなければならない。 

（地域コミュニティ協議会の認定） 

第１１条 市長は，地域住民が主体となって設立し，地域の課題解決に取り組む

ため，市規則で定める要件に該当する組織を，地域コミュニティ協議会として

認定することができる。 

（地域コミュニティ協議会の認定の申請等） 

第１２条 前条の規定による認定を受けようとする組織は，市規則で定める書類

を添付した申請書により市長に申請しなければならない。 

２ 地域コミュニティ協議会は，前項の規定による申請の内容に変更があったと

きは，速やかに市長にその旨を届け出なければならない。 

（地域コミュニティ協議会の認定の取消し） 

第１３条 市長は，第１１条の規定により認定した地域コミュニティ協議会が次

の各号のいずれかに該当すると認めるときは，その認定を取り消すことができ
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る。 

(1) 市規則で定める要件に該当しなくなったと認められるとき。 

(2) 偽りその他不正の手段により認定を受けたとき。 

(3) 市から受けた支援の活用に当たり故意に不当な行為を行ったとき。 

（市民協働のまちづくり推進委員会） 

第１２条第１４条 市民協働のまちづくりを推進するため，市長の附属機関とし

て，常総市市民協働のまちづくり推進委員会（以下「委員会」という。）を置

く。 

２ 委員会は，次に掲げる事項を所掌する。 

(1) 市民協働のまちづくりの推進に関し，市長の諮問に応じて審議し，答申す

ること。 

(2) 市民協働のまちづくりに関し，必要に応じて市の施策等を調査し，市長に

意見を述べること。 

３ 委員会は，委員１５人以内をもって組織する。 

４ 委員は，次に掲げる者のうちから市長が委嘱し，又は任命する。 

(1) 公募による市民 

(2) 市民活動団体の関係者 

(3) 事業者 

(4) 学識経験のある者 

(5) 市職員 

(6) その他市長が適当と認める者 

５ 委員の任期は，委嘱又は任命を受けた日の属する年度の翌年度の末日までと

する。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

６ 委員は，再任することができる。ただし，３期を限度とする。 

７ 委員会は，特定の事項を審議し，又は調査するため必要があるときは，部会

を置くことができる。 

８ 前各項に定めるもののほか，委員会の運営について必要な事項は，別に定め

る。 

（委員会への諮問等） 

第１３条第１５条 市長は，市民協働のまちづくりに関する基本方針その他の重

要事項を決定しようとする場合は，あらかじめ委員会に諮問しなければならな

い。ただし，当該重要事項を所掌する他の附属機関に諮問するときは，この限

りでない。 
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２ 市長は，市民，市民活動団体又は事業者，事業者又は地域コミュニティ協議

会から市民協働のまちづくりに関する意見，提案等の提出があった場合は，当

該意見等の内容を委員会に報告し，又は諮問するとともに，速やかにこれを調

査し，検討しなければならない。 

３ 市長は，前２項の規定による諮問，検討等の結果に基づき，必要に応じて市

民協働のまちづくりに関する施策を見直す等適切な措置を講じなければならな

い。 

（委任） 

第１４条第１６条 この条例の施行に関し必要な事項は，市規則で定める。 

附 則 

この条例は，平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年条例第３号） 

この条例は，平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年条例第 号） 

この条例は，令和７年１月１日から施行する。 
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◎議案第３３号 常総市医療福祉費支給に関する条例の一部を改正する条例につ

いて 

 

本案は，茨城県の医療福祉費支給制度（マル福）について，所得制限として

定める児童手当法施行令及び特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令の

改正に伴い，常総市医療福祉費支給に関する条例についても，所要の改正を行

うものです。 

マル福は，県が定めた対象者（妊産婦，小児，母子父子等のひとり親家庭の

親子，重度心身障害者）が定められた所得要件を満たした場合に，医療保険を

使って医療機関等にかかった際の一部負担金を公費（県２分の１，市２分の１）

で助成する制度です。現在，０歳から１２歳までの小児の外来と入院分，１３

歳から１８歳の中高生の入院分，妊産婦，母子父子家庭の親子，重度心身障害

者の外来と入院分が対象になっています。 

今回の改正では，児童手当の所得制限撤廃等により改正された児童手当法施

行令の一部を改正する政令等の施行に伴い，茨城県医療福祉費等補助金交付要

項及び医療福祉対策実施要領が，旧児童手当法施行令等を基準とするよう改正

されました。 

これに伴い，市条例につきましても同様の改正を行うものであり，改正に伴

う支給対象者の変更はありません。 
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○常総市医療福祉費支給に関する条例 

昭和５１年１２月２７日 

条例第３０号 

水海道市医療福祉費支給に関する条例（昭和４８年水海道市条例第１１号）の

全部を改正する。 

（目的） 

第１条 この条例は，妊産婦，小児，母子家庭の母子，父子家庭の父子及び重度

心身障害者等の健康の保持増進を図るため，その医療費の一部を助成し，もっ

て市民の生活の安定及び福祉の向上に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定める

ところによる。 

(1) 妊産婦 母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第１５条に規定する妊

娠の届出のあった日の属する月の初日から出産（流産を含む。）のあった日

の属する月の翌月の末日に達するまでの者（第３号から第５号までに掲げる

者を除く。）をいう。 

(2) 小児 出生の日から１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間に

ある者（次号から第５号までに掲げる者を除く。）をいう。 

(3) 母子家庭の母子 次に掲げる者（出生の日から１２歳に達する日以後の最

初の３月３１日までの間にある者又は第５号に掲げる者を除く。）をいう。 

ア 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）第６条第

１項に定める配偶者のない女子（以下「配偶者のない女子」という。）で

次の(ｱ)から(ｳ)までのいずれかに該当する児童を現に監護している者及び

その児童 

(ｱ) １８歳未満の児童（１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの

間にある者を含む。） 

(ｲ) ２０歳未満の児童（２０歳に達する日以後の最初の３月３１日までの

間にある者を含む。以下同じ。）で児童扶養手当法施行令（昭和３６年

政令第４０５号）別表第１に定める障害の状態にある者 

(ｳ) ２０歳未満の児童で別表に定める学校に在学している者 

イ 母子及び父子並びに寡婦福祉法附則第３条に定める父母のない児童のう

ちアの(ｱ)から(ｳ)までのいずれかに該当する児童 

ウ イに掲げる者を現に養育している配偶者のない女子又は婚姻（婚姻の届
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出をしていないが，事実上婚姻関係と同様の事情にある場合を含む。）を

したことのない女子 

(4) 父子家庭の父子 次に掲げる者（出生の日から１２歳に達する日以後の最

初の３月３１日までの間にある者又は次号に掲げる者を除く。）をいう。 

ア 母子及び父子並びに寡婦福祉法第６条第２項に定める配偶者のない男子

（以下「配偶者のない男子」という。）で前号アの(ｱ)から(ｳ)までのいず

れかに該当する児童を現に監護している者及びその児童 

イ 前号イに掲げる者を現に養育している配偶者のない男子又は婚姻（婚姻

の届出をしていないが，事実上婚姻関係と同様の事情にある場合を含む。）

をしたことのない男子 

(5) 重度心身障害者等 次に掲げる者をいう。ただし，６５歳以上７５歳未満

の者で，高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第５

０条第２号に規定する政令で定める程度の障害の状態にあるものにあっては，

同号の規定による認定を受けたものに限る。 

ア 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定

により身体障害者手帳（以下「手帳」という。）の交付を受けた者で，そ

の障害の程度が身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）

別表第５号（以下「省令別表」という。）の１級又は２級に該当するもの 

イ 手帳の交付を受けた者で，その障害の程度が省令別表の３級に該当し，

かつ，障害名が心臓，腎臓若しくは呼吸器又はぼうこう若しくは直腸，小

腸，ヒト免疫不全ウイルスによる免疫若しくは肝臓の機能障害とされるも

の 

ウ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第１２条第１項に規定する児

童相談所（以下「児童相談所」という。）又は知的障害者福祉法（昭和３

５年法律第３７号）第１２条第１項に規定する知的障害者更生相談所（以

下「知的障害者更生相談所」という。）において，知能指数が３５以下と

判定された者 

エ 手帳の交付を受けた者で，その障害の程度が省令別表の３級又は４級に

該当し，かつ，児童相談所又は知的障害者更生相談所において，知能指数

が５０以下と判定されたもの 

オ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令（昭和５０年政令第２０

７号。以下「特別児童扶養手当法施行令」という。）別表第３に規定する

１級に該当する特別児童扶養手当の支給の対象となっている児童 
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カ 国民年金法施行令（昭和３４年政令第１８４号）別表に規定する１級に

該当する障害年金等の受給権者 

キ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）

第４５条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者で，

その精神障害の状態が精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令

（昭和２５年政令第１５５号）第６条第３項に規定する１級に該当するも

の 

ク 手帳の交付を受けた者でその障害の程度が省令別表の３級又は４級に該

当し，かつ，精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者でその精神障害の

状態が精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令第６条第３項に規

定する２級に該当するもの 

ケ 児童相談所又は知的障害者更生相談所において，知能指数が５０以下と

判定された者で，かつ，精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者で，そ

の精神障害の状態が精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令第６

条第３項に規定する２級に該当するもの 

（対象者） 

第３条 この条例により医療費の助成を受けることができる者（以下「対象者」

という。）は，常総市の区域内に住所を有する者で，国民健康保険法（昭和３

３年法律第１９２号），高齢者の医療の確保に関する法律又は市規則で定める

社会保険各法（以下「社会保険各法」という。）の規定により，医療に関する

給付を受けることができる者（常総市の区域外に住所を有する者で，国民健康

保険法第１１６条の２の規定により常総市が行う国民健康保険の被保険者とな

る者又は高齢者の医療の確保に関する法律第５５条若しくは第５５条の２の規

定により茨城県後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医療の被保険者とな

る者であって，かつ，前期高齢者交付金及び後期高齢者医療の国庫負担金の算

定等に関する政令（平成１９年政令第３２５号）第９条の規定により常総市が

その保険料を徴収する被保険者を含む。）のうち，前条各号のいずれかに該当

するものとする。ただし，生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保

護を受けている者を除く。 

（医療福祉費の支給） 

第４条 市は，対象者の疾病又は負傷（対象者が妊産婦の場合にあっては妊娠の

継続又は安全な出産のために治療が必要となる疾病又は負傷に限るものとし，

対象者が小児のうちの１２歳に達する日以後の最初の４月１日から１８歳に達
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する日以後の最初の３月３１日までの間にある者の場合にあっては入院による

治療が必要となる疾病又は負傷に限る。以下同じ。）について国民健康保険法，

高齢者の医療の確保に関する法律又は社会保険各法の規定による医療に関する

給付（入院時食事療養費及び入院時生活療養費を除く。以下同じ。）が行われ

た場合において，その給付の額（これらの法律の規定により，一部負担金の納

付が定められている場合は当該一部負担金に相当する額を控除した額とし，高

額療養費が支給されることとなる場合は当該支給されるべき額に相当する額を

加えた額とし，附加給付が行われた場合は当該附加給付額に相当する額を加え

た額とする。）が当該医療に要する費用の額に満たないときは，市規則で定め

る手続に従い，その者に対し，その満たない額に相当する額を医療福祉費とし

て支給する。この場合において，当該疾病又は負傷について児童福祉法その他

の法令の規定により医療に関する給付が行われるときは，その給付の額（国民

健康保険法による被保険者又は社会保険各法による被保険者，組合員若しくは

その被扶養者が負担すベき額を控除した額とする。）を控除した額を医療福祉

費として支給するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず，対象者（重度心身障害者等を除く。）が健康保険

法（大正１１年法律第７０号）第６３条第３項各号に定める病院若しくは診療

所（以下この項において「保険医療機関等」という。）において医療を受けた

場合，同法第８８条第１項に規定する指定訪問看護事業者（以下「指定訪問看

護事業者」という。）による指定訪問看護を受けた場合又は保険医療機関等以

外のその他の者から手当を受けた場合は，前項の規定により支給する額（以下

「支給額」という。）から保険医療機関等，指定訪問看護事業者又は保険医療

機関等以外のその他の者ごとに次の各号に掲げる区分に応じ，それぞれ当該各

号に定める額を控除するものとする。 

(1) 入院以外の医療，指定訪問看護又は手当を受けた場合 １日につき６００

円（１日の支給額が６００円に満たない場合にあっては，その満たない額と

し，同一月に同一の保険医療機関等，指定訪問看護事業者又は保険医療機関

等以外のその他の者において２回を限度とする。） 

(2) 入院の医療を受けた場合 １日につき３００円（１日の支給額が３００円

に満たない場合にあっては，その満たない額とし，同一月に同一の保険医療

機関等において３，０００円を限度とする。） 

３ 第１項の高額療養費は，国民健康保険法，高齢者の医療の確保に関する法律

若しくは社会保険各法又はこれらの法律に基づく政令及び省令の定めるところ
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により算出された額とする。 

４ 第１項の医療に要する費用の額は，健康保険に関する法令の規定による療養

の給付，保険外併用療養費，療養費，訪問看護療養費，家族療養費及び家族訪

問看護療養費（健康保険に関する法令の規定による入院時食事療養費及び入院

時生活療養費を除く。）の対象となる医療に要する費用の額（６５歳以上の重

度心身障害者等にあっては，高齢者の医療の確保に関する法律の規定による入

院時食事療養費及び入院時生活療養費を除いた療養の給付，保険外併用療養費，

療養費及び訪問看護療養費の対象となる医療に要する費用の額）とする。ただ

し，現に要した費用の額を超えることはできない。 

５ 医療福祉費は，対象者の申請に基づいて支給する。ただし，市長が必要と認

めた場合は，対象者の配偶者又は親権を行う者若しくは後見人その他の者で，

現に対象者を保護する者（以下「保護者等」という。）の申請に基づいて支給

することができる。 

６ 市は，対象者が市規則で定める手続に従い，市が契約した健康保険法第６３

条第３項各号に定める病院，診療所若しくは薬局（以下この項において「保険

医療機関等」という。）において医療を受けた場合，指定訪問看護事業者によ

る指定訪問看護を受けた場合又は保険医療機関等以外のその他の者から手当を

受けた場合には，その者が当該医療に関し当該保険医療機関等に支払うべき費

用，当該指定訪問看護に関し当該指定訪問看護事業者に支払うべき費用又は当

該手当に関し当該保険医療機関等以外のその他の者に支払うべき費用をその者

に代わり当該保険医療機関等，当該指定訪問看護事業者又は当該保険医療機関

等以外のその他の者に支払うことができる。 

７ 前項の規定による支払をしたときは，当該医療，指定訪問看護又は手当を受

けた者に対し，医療福祉費を支給したものとみなす。 

（医療福祉費の支給制限） 

第５条 前条の規定にかかわらず，医療福祉費は，対象者が次の各号のいずれか

に該当するときは，支給しない。 

(1) 妊産婦にあっては，母子保健法第１５条に規定する妊娠の届出のあった日

において，その者若しくはその者の配偶者（婚姻の届出をしていないが，事

実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）の前年の所得（妊

娠の届出日の属する月が１月から６月までの者にあっては，前々年の所得と

する。以下この号において同じ。）が所得税法（昭和４０年法律第３３号）

に規定する同一生計配偶者及び扶養親族（以下「扶養親族等」という。）の
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有無及び数に応じて，児童手当法施行令の一部を改正する政令（令和６年政

令第１８４号）による改正前の児童手当法施行令（昭和４６年政令第２８１

号。以下「旧児童手当法施行令」という。）第１条に定める額（以下「基準

額」という。）以上であるとき又はその者若しくはその者の配偶者の民法（明

治２９年法律第８９号）第８７７条第１項に定める扶養義務者（以下「扶養

義務者」という。）で主としてその者の生計を維持するものの前年の所得が

１，０００万円以上であるとき。 

(2) 小児にあっては，出生の日及び１歳の誕生日から１８歳の誕生日までの間

の誕生日において，その者若しくはその者の配偶者又はその父若しくは母の

前年の所得（出生の日及び当該誕生日の属する月が１月から６月までの者に

あっては，前々年の所得とする。以下この号において同じ。）が基準額以上

であるとき又は小児の配偶者若しくは父母を除く扶養義務者で主として小児

の生計を維持するものの前年の所得が１，０００万円以上であるとき。 

(3) 母子家庭の母子及び父子家庭の父子にあっては，対象者としての申請をし

た日（以下「申請日」という。）又は７月１日現在において，そのいずれか

の者の前年の所得（申請日の属する月が１月から６月までの者にあっては，

前々年の所得とする。以下同じ。）が，扶養親族等の有無及び数に応じて，

７月１日（前々年の所得にあっては，前年の７月１日）現在における国民年

金法等の一部を改正する法律（昭和６０年法律第３４号）附則第２８条第１

０項の規定によりその例によるものとされる同法第１条の規定による改正前

の国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）第６６条第３項に基づき，国民

年金法等の一部を改正する法律の施行に伴う経過措置に関する政令（昭和６

１年政令第５４号。以下「経過措置政令」という。）第４６条第４項に定め

る額以上であるとき，又はその扶養義務者で主として当該母子家庭の母子及

び父子家庭の父子の生計を維持するものの前年の所得が１，０００万円以上

であるとき。 

(4) 重度心身障害者等にあっては，申請日又は７月１日現在において，その者

の前年の所得が所得税法に規定する扶養親族等の有無及び数に応じて，特別

児童扶養手当法施行令第２条第１項児童扶養手当法施行令及び特別児童扶養

手当等の支給に関する法律施行令の一部を改正する政令（令和６年政令第２

５９号）による改正前の特別児童扶養手当法施行令（以下「旧特別児童扶養

手当法施行令」という。）第２条第１項に定める額に５３３，０００円を加

えた額以上であるとき又はその者の配偶者若しくはその扶養義務者で主とし
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てその者の生計を維持する者の前年の所得が所得税法に規定する扶養親族等

の有無及び数に応じて，特別児童扶養手当法施行令第２条第２項旧特別児童

扶養手当法施行令第２条第２項に定める額以上であるとき。 

２ 前項各号に規定する所得の額は，地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第

３１３条第１項に規定する総所得金額，退職所得金額及び山林所得金額，同法

附則第３３条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額，同法附則

第３４条第４項に規定する課税長期譲渡所得金額，同法附則第３５条第５項に

規定する課税短期譲渡所得金額並びに同法附則第３５条の４第４項に規定する

先物取引に係る雑所得等の金額（同法附則第３５条の４の２第７項の規定の適

用がある場合は，その適用後の金額）の合計額とする。ただし，前項第１号及

び第２号に規定する基準額の算出に当たっての所得の範囲及び計算方法は，児

童手当法施行令旧児童手当法施行令第２条及び第３条の規定の例によるものと

し，前項第３号に規定する経過措置政令第４６条第４項に定める額の算出に当

たっての所得の範囲及び計算方法は，国民年金法施行令第６条及び第６条の２

の規定並びに経過措置政令第４６条第７項の規定の例によるものとし，前項第

４号に規定する特別児童扶養手当法施行令旧特別児童扶養手当法施行令第２条

第１項に定める額及び特別児童扶養手当法施行令旧特別児童扶養手当法施行令

第２条第２項に定める額の算出に当たっての所得の範囲及び計算方法は，特別

児童扶養手当法施行令旧特別児童扶養手当法施行令第５条の規定の例による。 

３ 第１項各号に規定する前年の所得の生じた翌年の１月１日以後において，対

象者，配偶者若しくは扶養義務者の財産について地方税法第３１４条の２第１

項第１号に規定する災害等による損失があったとき，又は対象者，配偶者若し

くは扶養義務者に係る同項第２号に規定する医療費の支払が多額となったとき

は，市規則で定めるところにより計算した額を前年の所得から控除して計算す

るものとする。 

（届出義務） 

第６条 対象者又は保護者等は，市規則で定める事項について，速やかに市長に

届け出なければならない。 

（譲渡又は担保の禁止） 

第７条 この条例による医療福祉費の支給を受ける権利は，譲渡し，又は担保に

供してはならない。 

（医療福祉費の返還） 

第８条 市長は，対象者の疾病又は負傷に関し，対象者又は保護者等が損害賠償
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を受けたときは，その価額の限度において，医療福祉費の全部若しくは一部を

支給せず，又は既に支給した医療福祉費を返還させることができる。 

２ 市長は，偽りその他不正行為によって，この条例による医療福祉費の支給を

受けた者があるときは，その者から，その支給を受けた額の全部又は一部を返

還させることができる。 

（委任） 

第９条 この条例の施行に関し必要な事項は，市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，昭和５２年１月１日から施行する。 

（経過規定） 

２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の水海道市医療福祉費支給に

関する条例（以下「旧条例」という。）により医療福祉費の支給の対象者とな

っている者で，旧条例第２条第１号に規定するものについては，その者が１歳

に達するまで，旧条例第２条第２号から第４号までに規定するものについては，

昭和５２年６月３０日までの間は，この条例による改正後の水海道市医療福祉

費支給に関する条例（以下「新条例」という。）第５条の規定にかかわらず，

なお従前の例による。 

（水海道市母子家庭医療福祉費支給に関する条例の廃止） 

３ 水海道市母子家庭医療福祉費支給に関する条例（昭和５０年水海道市条例第

１４号）は，廃止する。ただし，新条例の施行日前に受けた医療に係る母子家

庭医療福祉費の支給については，なお従前の例による。 

（石下町の編入に伴う経過措置） 

４ 石下町の編入の日前に，石下町医療福祉費支給に関する条例（昭和５１年石

下町条例第４６号）の規定によりなされた処分，手続その他の行為は，この条

例の相当規定によりなされたものとみなす。 

中略 

附 則（令和６年条例第９号） 

１ この条例は，令和６年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行の日前の診療に係る医療福祉費の支給については，なお従前

の例による。 

附 則（令和６年条例第 号） 

この条例は，公布の日から施行し，次の各号に掲げる規定は，当該各号に定め
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る日から適用する。 

(1) 改正後の第５条第１項第１号の規定 令和６年６月１日 

(2) 改正後の第５条第１項第４号の規定及び第５条第２項の規定（「特別児童

扶養手当法施行令」を「旧特別児童扶養手当法施行令」に改める部分に限る。） 

令和６年８月１日 

(3) 改正後の第５条第２項の規定（「児童手当法施行令」を「旧児童手当法施

行令」に改める部分に限る。） 令和６年１０月１日 

 

別表 略 
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◎議案第３４号 常総市奨学資金貸与条例の一部を改正する条例について 

 

この条例は，常総市奨学資金貸与条例が定める奨学資金の貸与額を引き上げ

る等，奨学生への支援の拡充を図るほか，用字用語の整合を図る改正等を行お

うとするものです。 

本市の奨学金制度につきましては，住民の教育の機会均等を図るため，優良

な生徒又は学生であって，経済的な理由により修学が困難な者に対し，奨学金

を貸与することにより人材の育成を図ることを目的として平成５年度に石下町

で創設され，一般会計予算からの繰入金のほか，多くの町民，市民，団体，企

業の皆様等からの寄附金を奨学資金貸与基金に積み立て，これらを原資として

奨学金を貸与する制度です。 

奨学金の貸与額につきましては，平成５年度の制度創設時から変わらず高等

学校で月額１万円，高等専門学校で月額２万円，大学が月額３万円となってお

ります。 

この貸与額について，昨今の物価高騰などの経済情勢を考慮するとともに，

奨学生の実態に沿った支援を行えるよう制度を見直し，その上限を高等学校で

月額３万円，高等専門学校又は専修学校で月額５万円，大学で月額６万円に引

上げ，これを来年度の貸与分から適用させようとするものです。 

また，奨学金貸与の資格要件を改め，独立行政法人日本学生支援機構などの

他団体の奨学金との併用を認めることとし，奨学生に対し，より手厚い支援を

行えるための措置を講ずることといたします。 

なお，奨学生の決定に際しては，有識者，教職員及び市職員で構成される常

総市奨学生選考審査会の審査に付し，その選考を経て教育委員会が決定するこ

ととされております。 

この奨学生選考審査会の開催時において，これまでは有識者の委員に対して

報酬を支給していなかったことから，この条例の附則において常総市特別職の

職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例を改正し，今後は他の附

属機関の委員と同様に日額５千円の報酬を支給することといたします。 
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○常総市奨学資金貸与条例 

平成１７年１２月２８日 

条例第１３６号 

（目的） 

第１条 この条例は，常総市民の教育の機会均等を図るため，優良な生徒又は学

生であって経済的な理由により修学が困難な者に対して，学資（以下「奨学資

金」という。）を貸与し，もって有為な人材の育成を図ることを目的とする。 

（資格要件） 

第２条 奨学資金の貸与を受けることができる者は，次に掲げる要件を備えてい

なければならない。 

(1) 常総市民（市内に引き続き１年以上第６条の規定による申請の日の１年前

から引き続き，市内に住所を有する者をいう。以下同じ。）又は常総市民の

子であること。 

(2) 高等学校（特別支援学校の高等部及び中等教育学校の後期課程を含む。以

下同じ。），高等専門学校，大学（短期大学を含む。以下同じ。）又は専修

学校（専門課程に限る。以下同じ。）に在学中の者であること。 

(3) 学業成績が優良で性行が善良であること。 

(4) 経済的な理由により修学が困難な者であること。 

(5) 本人及び保護者（親権を行う者，未成年後見人その他の者で，現に本人を

監護するものをいう。以下同じ。）保護者等（次に掲げる区分に応じ，それ

ぞれに定める者をいう。）が市税を滞納していないこと。 

ア 本人が未成年者である場合 保護者（親権を行う者，未成年後見人その

他の者で，現に本人を監護するものをいう。第１０条第２項において同

じ。） 

イ 本人が成年者（独立した生計を営む成年者を除く。）である場合 当該

本人の生計を主として維持する者 

(6) 他の奨学金を受けていない者であること。 

（貸与額等） 

第３条 奨学資金の貸与額は，次の表の左欄に掲げる学校に在学する者について，

それぞれ同表の右欄に掲げるとおり定める額の範囲内で当該者が希望する額と

する。 

学校の種別 貸与額（月額） 
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高等学校 １０，０００円 

高等専門学校 ２０，０００円 

大学 ３０，０００円 

専修学校 ３０，０００円 

 

学校の種別 貸与限度額（月額） 

高等学校 ３０，０００円 

高等専門学校 ５０，０００円 

大学 ６０，０００円 

専修学校 ５０，０００円 

２ 奨学資金の貸与総額及び貸与人員は，常総市奨学資金貸与基金の額の範囲内

で市長が定める。 

（利息） 

第４条 奨学資金は，無利息とする。 

（貸与期間） 

第５条 奨学資金の貸与期間は，当該奨学資金の貸与を受ける者（以下「奨学生」

という。）の在学する学校における正規の修業期間とする。 

（申請手続） 

第６条 奨学資金の貸与を受けようとする者は，教育委員会規則の定めるところ

により常総市教育委員会（以下「教育委員会」という。）に申請しなければな

らない。 

（審査会の設置） 

第７条 奨学生を適正に選考するため，常総市奨学生選考審査会（以下「審査会」

という。）を設置する。 

（審査会の組織） 

第８条 審査会は，９人の委員で組織する。 

２ 委員は，次に掲げる者のうちから市長教育委員会が任命し，又は委嘱する。 

(1) 小学校及び中学校の学校長 

(2) 民生委員 

(3) 市職員 

３ 委員の任期は，２年とする。ただし，欠員が生じた場合の補欠の委員の任期

は，前任者の残任期間とする。 
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４ 委員は，再任されることができる。 

（奨学生の決定） 

第９条 奨学生は，審査会の選考を経て，教育委員会が決定する。 

（連帯保証人等） 

第１０条 奨学生は，市内に住所を有する成年者（独立の生計を営む者に限る。）

のうちから連帯保証人及び保証人各１人を立てなければならない。 

２ 前項の場合において，奨学生が未成年者であるときは，当該奨学生の連帯保

証人は，当該奨学生の保護者でなければならない。 

（停止又は取消し） 

第１１条 教育委員会は，奨学生が次の各号のいずれかに該当するときは，奨学

資金の貸与を停止し，又は取り消すことができる。 

(1) 第２条第３号から第６号第５号までに掲げる要件を欠いたとき。 

(2) 休学し，又は退学したとき。 

(3) 心身の故障のため学業を続ける見込みがなくなったとき。 

(4) 奨学資金の貸与を辞退したとき。 

(5) 前各号に掲げる場合のほか，奨学資金の貸与が適当でないと認められると

き。 

（返還等） 

第１２条 奨学生は，貸付期間貸与期間が終了した年の翌年の４月から起算して

１０年以内に奨学資金を返還しなければならない。 

２ 奨学生は，前条の規定による取消しがあったときは，当該取消しの日の属す

る月の翌月から起算して５年以内に奨学資金を返還しなければならない。 

３ 前２項の規定による奨学資金の返還の手続等は，教育委員会規則で定める。 

（延滞利息） 

第１３条 奨学生は，奨学資金を返還すべき日までにこれを返還しなかったとき

は，当該返還すべき日の翌日から返還の日までの期間の日数に応じ，返還すべ

き額について年７．２５パーセントの割合で計算した延滞利息を支払わなけれ

ばならない。この場合において，その額に１円未満の端数があるとき，又はそ

の全額が１００円未満であるときは，その端数金額又は全額を切り捨てるもの

とする。 

２ 前項に規定する年当たりの割合は， 閏
じゅん

年の日を含む期間についても，

３６５日当たりの割合とする。 

（返還猶予） 
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第１４条 市長は，奨学生が次の各号のいずれかに該当するときは，当該各号に

掲げる事由が継続する期間，奨学資金の返還を猶予することができる。ただし，

猶予期間は５年以内とする。 

(1) 災害，病気，負傷その他やむを得ない事由があると認められるとき。 

(2) 上級学校に進学したとき。 

(3) 前２号に掲げる場合のほか，市長が特に必要と認めたとき。 

（返還免除） 

第１５条 市長は，奨学生が次の各号のいずれかに該当するときは，奨学資金の

全部又は一部の返還を免除することができる。 

(1) 死亡したとき。 

(2) 心身の故障により奨学資金の返還が困難になったと認められるとき。 

（届出の義務） 

第１６条 奨学生は，次の各号のいずれかに該当したときは，直ちに教育委員会

に届け出なければならない。 

(1) 休学し，若しくは復学し，又は退学し，若しくは卒業したとき。 

(2) 奨学生，連帯保証人又は保証人の氏名，住所，職業その他これらに準ずる

重要な事項に異動が生じたとき。 

(3) 前２号に掲げる事由のほか，教育委員会が定める事由が生じたとき。 

（委任） 

第１７条 この条例の施行に関し必要な事項は，教育委員会規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成１８年１月１日から施行する。 

（石下町の編入に伴う経過措置） 

２ 石下町の編入の日（以下「編入日」という。）前に，石下町奨学資金貸与条

例（平成５年石下町条例第５号。以下「石下町条例」という。）の規定により

なされた処分，手続その他の行為は，この条例の相当規定によりなされたもの

とみなす。 

３ 編入日前に，石下町条例の規定により貸付けを決定された奨学資金の貸付け

については，なお石下町条例の例による。 

中略 

附 則（令和５年条例第２７号） 

（施行期日） 
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１ この条例は，令和６年４月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ この条例による改正後の常総市奨学資金貸与条例の規定による奨学資金の貸

与の申請その他の準備行為は，この条例の施行の日前においても行うことがで

きる。 

附 則（令和６年条例第 号） 

（施行期日） 

１ この条例は，令和７年４月１日から施行する。 

（常総市奨学資金貸与条例の一部改正に伴う特例措置） 

２ この条例による改正後の第３条第１項の規定は，この条例の施行の日（以下

「施行日」という。）後に新たに奨学生の決定を受けた者及び施行日前に奨学

生の決定を受けた者であって，令和７年度において奨学資金の貸与を受けるも

の（附則第４項に規定する期限までに次項に規定する申出を行った者に限る。

以下この項において「令和７年度奨学生」という。）について適用し，施行日

前に奨学生の決定を受けた者であって，令和７年度において奨学資金の貸与を

受けるもの（令和７年度奨学生を除く。）については，なお従前の例による。 

３ 施行日前に奨学生の決定を受けた者であって，令和７年度において奨学資金

の貸与を受けることが見込まれるものは，改正後の第３条第１項に規定する額

を限度として，同年度に貸与を受ける奨学資金の貸与額の変更を申し出ること

ができる。 

４ 前項の規定による申出は，教育委員会が別に定めるところにより，施行日の

前日までに書面により行わなければならない。 

５ この条例の施行の際，現に改正前の第８条第２項の規定により市長から任命

され，又は委嘱されている委員は，施行日において改正後の第８条第２項の規

定により教育委員会から任命され，又は委嘱された委員とみなす。 

（常総市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部

改正） 

６ 常総市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和

３１年水海道市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

別表第１いじめ防止対策委員会の委員及び臨時委員の項の次に次のように加

える。 

常総市奨学生選考審査会の委員 日額 5,000円 一般職 
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○常総市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例 

昭和３１年９月１９日 

条例第１８号 

（趣旨） 

第１条 この条例は，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０３条の２第

４項の規定に基づき，特別職の職員で非常勤のもの（以下「特別職の職員」と

いう。）の報酬及び費用弁償の額並びにその支給方法に関し，必要な事項を定

めるものとする。 

（報酬） 

第２条 特別職の職員の報酬は，別表第１から別表第４までのとおりとする。 

（報酬の支給方法） 

第３条 報酬が月額により定められている特別職の職員が，月の中途において就

職したとき又は退職，失職若しくは死亡等によりその職を離れたときは，その

月の報酬はその月の日数を基礎として日割りにより支給する。 

２ 報酬が年額により定められている特別職の職員が，年の中途において就職し

たとき又は退職，失職若しくは死亡等によりその職を離れたときは，月割りに

より報酬を支給する。 

３ 任期満了により退職した者が再び当選又は選任されたときは，報酬の支給に

ついては引き続き在職したものとみなす。 

４ 特別職の職員の報酬は，報酬を日額で定める特別職の職員には勤務のつど，

報酬を月額で定める特別職の職員にはその月分を当該月の２１日（その日が休

日，日曜日又は土曜日に当たるときは，その日前においてその日に最も近い休

日，日曜日又は土曜日でない日）に，報酬を年額で定める特別職の職員にはそ

の年度の３月にそれぞれ支給する。ただし，退職，失職又は死亡等によりその

職を離れ，日割り又は月割りにより支給する場合には，その事由の生じたとき

に支給することができる。 

５ 前各項の規定にかかわらず，情報化統括補佐官又は審理員の報酬の支給方法

については，市長が別に定める。 

（重複給与の禁止） 

第４条 市長，副市長及び教育長並びに一般職に属する常勤の職員がこの条例の

適用を受ける特別職の職を兼ねるときは，その兼ねる特別職の職員として受け

るべき報酬は支給しない。 

（費用弁償） 
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第５条 特別職の職員が公務のため旅行したときは，その旅行について，費用弁

償として旅費を支給する。 

２ 前項の規定により支給する旅費の額は，別表第１から別表第４までに掲げる

職に相当する職員の受ける旅費の額に相当する額とする。 

３ 前項に定めるもののほか，特別職の職員に支給する旅費については，一般職

の職員に支給する旅費の例による。ただし，同項の規定により常勤の特別職に

相当する額の旅費の支給を受ける特別職の職員の旅費については，常総市職員

の旅費に関する条例（昭和３２年水海道市条例第１３号）第１６条ただし書の

規定は，適用しない。 

４ 別表第５に掲げる特別職の職員が出務したときは，同表に規定する出務１日

当たりの費用弁償を支給する。 

（委任） 

第６条 この条例の施行に関し必要な事項は，市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は公布の日から施行し，昭和３１年９月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ 水海道市教育委員会副委員長及び議会選出委員の報酬及び費用弁償について

は，昭和３１年９月３０日までなお従前の例による。 

（水海道市報酬費用弁償給料及び旅費支給条例等の廃止） 

３ 次の条例は廃止する。 

水海道市報酬費用弁償給料及び旅費支給条例（昭和２３年条例第８６号） 

水海道市教育委員会委員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和２７年条例第１

５４号） 

（石下町の編入に伴う経過措置） 

４ 石下町の編入の日前に，石下町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用

弁償に関する条例（昭和３９年石下町条例第８号。以下「石下町条例」という。）

の規定により支給すべき事由を生じた報酬又は費用弁償については，なお石下

町条例の例による。 

５ 編入前の石下町の特別職の職員であった者で引き続き市の特別職の職員に委

嘱され，又は任命されたものが，石下町条例の規定により平成１８年３月３１

日までの間の報酬の支給を受けていた場合においては，当該報酬は支給しない。 

６ 当分の間，編入前の石下町の区域における常総市立学校の学校医及び学校歯



議案第３４号関係 

26 

科医に対する別表第４の規定の適用については，同表学校医の項中「１２７，

０００円」とあるのは「１１０，０００円」と，同表学校歯科医の項中「１２

７，０００円」とあるのは「１００，０００円」とする。 

中略 

附 則（令和６年条例第１２号） 

この条例は，令和６年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年条例第 号） 抄 

（施行期日） 

１ この条例は，令和７年４月１日から施行する。 

別表第１（第２条，第５条関係） 

職名 報酬区分 報酬額 
旅費の額（相

当する職） 

選挙管理委員会の委員 委員長 日額 10,000円 常勤の特別職 

委員 日額 9,000円 常勤の特別職 
     
     
     

教育審査委員 日額 5,000円 一般職 

いじめ防止対策委員会の委員及び臨

時委員 

日額 10,000円 一般職 

常総市奨学生選考審査会の委員 日額 5,000円 一般職 

生涯学習センター運営協議会の委員 日額 5,000円 一般職 

公民館運営審議会の委員 日額 5,000円 一般職 

集会所運営委員会の委員 日額 5,000円 一般職 

文化財保護審議会の委員 日額 5,000円 一般職 

文化芸術審議会の委員 日額 5,000円 一般職 

青少年問題協議会の委員 日額 5,000円 一般職 

社会教育委員 日額 5,000円 一般職 

スポーツ推進審議会の委員 日額 5,000円 一般職 

教育支援委員会の委員及び専門委員 日額 5,000円 一般職 

学校給食センター運営委員会の委員 日額 5,000円 一般職 

図書館協議会の委員 日額 5,000円 一般職 

備考 勤務時間が２時間未満の場合は，表中に定める報酬額の２分の１に相当す

る額を報酬とする。 
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◎議案第３５号 常総市立学校設置に関する条例の一部を改正する条例について 

 

本案は，常総市立小中学校適正配置実施計画に基づき，令和７年３月３１日

をもって，常総市立鬼怒中学校を閉校するため，条例の一部を改正するもので

す。 

併せて，水海道中学校の通学区域を再編し，水海道小学校区及び大生小学校

区から水海道小学校区，大生小学校区，五箇小学校区及び三妻小学校区に変更

いたします。 
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○常総市立学校設置に関する条例 

昭和３９年３月３１日 

条例第２８号 

（設置） 

第１条 本市に学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第２条の規定により，常

総市立学校を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 常総市立学校の名称及び位置は，次の表のとおりとする。 

名称 位置 

水海道小学校 常総市水海道天満町２５１６番地１ 

大生小学校 常総市平町４１５番地１ 

五箇小学校 常総市上蛇町１５０８番地 

三妻小学校 常総市中妻町４１４６番地 

菅原小学校 常総市大生郷町１６１５番地 

豊岡小学校 常総市豊岡町丙３３６２番地 

絹西小学校 常総市坂手町７３０３番地３ 

菅生小学校 常総市菅生町４７１１番地 

岡田小学校 常総市向石下１０２０番地 

玉小学校 常総市若宮戸７９４番地 

石下小学校 常総市新石下１９０７番地１ 

豊田小学校 常総市豊田２２４６番地 

飯沼小学校 常総市鴻野山８５９番地１ 

水海道中学校 常総市小山戸町６１番地 

鬼怒中学校 常総市中妻町４１８０番地 

水海道西中学校 常総市豊岡町乙１００５番地１ 

石下中学校 常総市本石下１０００番地１ 

石下西中学校 常総市杉山９１０番地１ 

附 則 

この条例は，昭和３９年４月１日から施行する。 

中略 

附 則（令和４年条例第２６号）抄 

（施行期日） 



議案第３５号関係 

29 

１ この条例は，令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年条例第 号） 

この条例は，令和７年４月１日から施行する。 
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◎議案第３６号 指定管理者の指定について 

 

令和６年３月定例会議における，常総市社会体育施設指定管理料の債務負担

行為に関する令和６年度一般会計予算の議決を受け，常総市公の施設に係る指

定管理者の指定手続等に関する条例に基づき公募により選定を進めた結果，常

総スポーツパートナーズを指定候補者として決定いたしました。 

つきましては，常総市社会体育施設の指定管理者として常総スポーツパート

ナーズを指定いたしたく，地方自治法第２４４条の２第６項の規定により，議

会の議決をお願いするものです。 

 

１ 候補者の選定に係る経緯 

期   日 内     容 

令和６年３月２５日 令和６年度 常総市 当初予算「債務負担行為（令和７年

度～令和１１年度）５億６千８７５万円」に係る決議 

６月１２日 指定管理者の候補者を選定するために業者選定委員会を

設置（教育部長，生涯学習課長，常創戦略課長，財政課

長，スポーツコミッション室長を委員に選任） 

７月１９日 市ホームページに公募の案内を掲載 

７月３１日 公募に係る説明会を開催（９者参加） 

８月２６日 

～９月６日 

申請期間（常総スポーツパートナーズ，特定非営利活動

法人 日本スポーツ振興協会，アクティブじょうそうパ

ートナーズ，常総未来パートナーズの４者から申請） 

９月１９日 第１次審査（書類審査） 

・４者とも選定 

１０月９日 業者選定委員会による第２次審査（プレゼンテーション

及びヒアリングによる審査） 

 

２ 今後の予定 

期   日 内     容 

令和７年１月下旬～ 指定管理に関する協定の締結 

４月１日 指定管理の開始 

 


